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平成２９年度実施方針 

 

新エネルギー部 

 

 

１. 件 名：高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開発 

 

２. 根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１号イ 

 

３. 背景及び目的、目標 

２０１４年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画では、再生可能エネルギーを「現時点

では、安定供給面、コスト面で様々な課題が存在するが、温室効果ガスを排出せず、国内で生

産できることから、エネルギー安全保障にも寄与できる有望かつ多様で、重要な低炭素の国産

エネルギー源である。」と位置付け、これまでのエネルギー基本計画で示した水準を更に上回る

水準の導入を目指すこととしている。太陽光発電は、「個人を含めた需要家に近接したところで

中小規模の発電を行うことも可能で系統負担も抑えられる上に、非常用電源としても利用可能

である。」と期待されている一方で、発電コストが高い等の課題も指摘され、更なる技術革新が

必要とされている。また、固定価格買取制度の効果で国内市場は急拡大しているが、今後、再

生可能エネルギーの普及が更に進めば、賦課金が増加し、国民負担の増大が見込まれるとの指

摘もある。将来の国民負担を軽減するためには、発電コストの低減は重要な課題である。 

これまで、ＮＥＤＯが進めてきた発電コスト低減に資する技術の開発は、多くの成果をあげ

ている。例えば、結晶シリコン太陽電池ではヘテロ接合バックコンタクト太陽電池で変換効率

２５％を超える要素技術を開発し、ＣＩＳ系薄膜太陽電池でも３０ｃｍ角サブモジュールで変

換効率１７．８％（世界最高）を達成する等の成果をあげてきた。また、Ⅲ－Ⅴ族の薄膜多接

合型太陽電池で世界最高効率のセル変換効率を達成、量子ドット等の新概念の太陽電池で世界

最高水準の技術を開発、ペロブスカイト太陽電池等の革新的な技術を開発する等、新分野の開

拓でも大きな成果をあげている。 

こうした状況を踏まえ、ＮＥＤＯは２０１４年９月に「太陽光発電開発戦略（以下「開発戦

略」という。）」を策定し、発電コスト低減目標として、２０２０年に業務用電力価格並となる

１４円／ｋＷｈ（グリッドパリティ）、２０３０年に従来型火力発電の発電コスト並みあるいは

それ以下に相当する７円／ｋＷｈ（ジェネレーションパリティ）を掲げた。そこで、本プロジ

ェクトでは、開発戦略で掲げる発電コスト低減目標達成のため、２０３０年までに７円／ｋＷ

ｈの実現に資する高性能と高信頼性を両立した太陽電池の開発を目指す。 
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[共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）] 

研究開発項目①「先端複合技術型シリコン太陽電池、高性能ＣＩＳ太陽電池の技術開発」 

最終目標（平成３１年度末） 

１）試作モジュールで、発電コスト１４円／ｋＷｈ相当の性能を確認する。 

発電コスト算出においては、開発技術のモジュール変換効率（％）、モジュール製造

コスト（円／Ｗ）、想定する使用環境におけるシステムコスト円／Ｗ、出力劣化率、設

備利用率等の前提条件を客観的に説明すること。 

 

  ＜発電コスト１４円／ｋＷｈを満たす性能の目安＞ 

   ・先端複合技術型シリコン太陽電池（高効率モジュール） 

    モジュール変換効率２２％、モジュール出力劣化２５年で２０％相当 

   ・先端複合技術型シリコン太陽電池（低コストモジュール） 

    モジュール変換効率１９％、モジュール出力劣化２５年で２０％相当 

   ・高性能ＣＩＳ太陽電池 

    モジュール変換効率１６％、モジュール出力劣化２５年で２０％相当 

  （加速評価試験の方法については、試験条件（例えばＪＩＳＣ８９１７の温湿度

サイクル試験の試験時間等）を提示するとともに、目標年数を保証する製品出荷

時と同等の条件を満たすこと。）  

 

２）２０３０年までに発電コスト７円／ｋＷｈを実現するための開発計画を提示すること。 

 

中間目標（平成２９年度末） 

１）試作モジュールで、発電コスト１７円／ｋＷｈ相当の性能を確認する。 

発電コスト算出においては、開発技術のモジュール変換効率（％）、モジュール製造

コスト（円／Ｗ）、想定する使用環境におけるシステムコスト円／Ｗ、出力劣化率、設

備利用率等の前提条件を客観的に説明すること。 

 

  ＜発電コスト１７円／ｋＷｈを満たす性能の目安＞ 

 ・先端複合技術型シリコン太陽電池（高効率モジュール） 

    モジュール変換効率２０％、モジュール出力劣化２０年で２０％相当 

 ・先端複合技術型シリコン太陽電池（低コストモジュール） 

    モジュール変換効率１８％、モジュール出力劣化２０年で２０％相当 

   ・高性能ＣＩＳ太陽電池 

    モジュール変換効率１５％、モジュール出力劣化２０年で２０％相当 

  （加速評価試験の方法については、試験条件（例えばＪＩＳＣ８９１７の温湿度

サイクル試験の試験時間等）を提示するとともに、目標年数を保証する製品出荷

時と同等の条件を満たすこと。）  

 

２）２０２０年までの実用化計画を提示すること。 
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[委託事業] 

研究開発項目②「革新的新構造太陽電池の研究開発」 

最終目標（平成３１年度末） 

１）革新的高効率太陽電池の研究開発 

モジュール変換効率３０％以上、かつ、想定する使用環境で、システム価格１２５円

／Ｗを実現する要素技術を確立する。 

    

２）革新的低製造コスト太陽電池の研究開発  

量産時にモジュール製造コスト１５円／Ｗを実現しうる、太陽電池モジュール材料・

構造・生産プロセスに関する要素技術の開発。 

実験室レベルの小型太陽電池モジュールでの変換効率２０％の達成。 

 

中間目標（平成２９年度末） 

１） 革新的高効率太陽電池の研究開発 

       モジュール変換効率３０％以上、かつ、想定する使用環境で、システム価格１２５円

／Ｗを実現するセル・モジュール構造と達成手段を明確化する。 

    

２）革新的低製造コスト太陽電池の研究開発  

量産時にモジュール製造コスト１５円／Ｗを実現しうる、太陽電池セル材料・構造に

関する要素技術の開発。 

小面積太陽電池セルでの変換効率２０％の達成。 

 

[委託事業] 

研究開発項目③「太陽電池セル、モジュールの共通基盤技術開発」 

最終目標（平成３１年度末） 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池 

ａ) 高効率・低コスト結晶成長、ウエハスライス技術に関する研究開発 

   ｐ型、ｎ型それぞれの基板のキャリアライフタイムを現状の３倍以上にする。 

 材料品質、スライスプロセスがセル性能に与える影響を明らかにし、セルプロセスに

おける技術開発指針を得る。 

ｂ) 高効率・低コストセル、モジュールプロセス技術に関する研究開発 

  新たに開発する先端複合技術型シリコン太陽電池において、各要素技術（成膜、電

極、パッシベーション等）がセル性能に与える影響を明らかにし、セル、モジュールプ

ロセスにおける技術開発指針を得る。 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

ａ) 小面積セル（１ｃｍ角程度）で変換効率２３％以上 

ｂ) 欠陥密度低減化の技術開発指針の構築 

ｃ) ＣＩＳ太陽電池の理想的な材料設計技術の提案 
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中間目標（平成２９年度末） 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池 

ａ) 高効率・低コスト結晶成長、ウエハスライス技術に関する研究開発 

  ｐ型、ｎ型それぞれの基板のキャリアライフタイムを現状の２倍以上にする。 

ｂ) 高効率・低コストセル、モジュールプロセス技術に関する研究開発 

  新たに開発する先端複合技術型シリコン太陽電池において、各要素技術（成膜、電

極、パッシベーション等）がセル性能に与える影響を評価し、セル、モジュールプロセ

スにおける技術開発課題を明らかにする。 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

ａ) 小面積セル（１ｃｍ角程度）で変換効率２２％以上 

ｂ) 欠陥検出のためのデバイス構造の明確化 

ｃ) ＣＩＳ太陽電池の電子構造の明確化 

 

[委託事業／共同研究事業（ＮＥＤＯ負担：２／３）] 

研究開発項目④「共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性評価技術等）」 

最終目標（平成３１年度末） 

１）出力測定技術の開発 

ａ) 新型の太陽電池等については、海外における主要研究機関による測定技術との整

合性も考慮しつつ、室内測定においては精度±０．５％（１σ）以内を目指す。 

ｂ) 薄膜系を含む市販されている太陽電池モジュールの屋外での測定においては精度

±１．０％（１σ）以内を目指す。 

   

２）発電量評価技術 

気候区による気象データやスペクトルデータ等を整理し、ユーザーにとって利便性の

高い日射量データベースを構築し、ＮＥＤＯホームページ等のＷｅｂサイトに掲載す

る。 

 

３）信頼性・寿命評価技術の開発 

ａ) 低コストで劣化対策を施した太陽電池モジュールの有効性について実証する。 

ｂ) 太陽電池モジュールの性能３０年を予測できる加速試験方法（劣化率の予測精度

±５％、加速係数１００倍以上等）を開発する。 

 

中間目標（平成２９年度末） 

１）出力測定技術の開発 

ａ)  新型の太陽電池等については、海外における主要研究機関による測定技術との整

合性も考慮しつつ、室内測定においては精度±１．０％（１σ）以内を目指す。 

ｂ) 市販されている結晶Ｓｉ系太陽電池モジュールの屋外での測定においては精度±

１．０％（１σ）以内を目指す。 

 

２）発電量評価技術 

気候区による気象データやスペクトルデータ等を整理し、ユーザーにとって利便性の
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高い日射量データベースを構築する。 

 

３）信頼性・寿命評価技術の開発 

ａ) ＰＩＤ現象など太陽電池モジュールの劣化メカニズムを解明するとともに、劣化

予防のための具体的な低コスト対策技術を開発する。 

ｂ) 太陽電池モジュールの性能２５年を予測できる加速試験方法（劣化率の予測精度

±５％、加速係数１００倍以上等）を開発する。 

 

[委託事業] 

研究開発項目⑤「動向調査等」 

最終目標（平成３１年度末） 

１）動向調査 

 発電コスト７円／ｋＷｈ実現に向け、開発戦略の見直しの要否を検討するとともに、

必要に応じ、見直し案を作成する。 

 

２）ＩＥＡ国際協力事業 

 ＰＶＰＳの動向及び展開を踏まえた、定期的な情報発信を行う。 

 

中間目標（平成２９年度末） 

１）動向調査 

ａ) 年度毎に太陽電池モジュールの性能と発電コストの関係を客観的に分析するとと

もに、モジュールの産業競争力を評価する。 

ｂ) 発電コスト目標達成後の産業、市場動向について、シナリオ分析を行う。 

 

２）ＩＥＡ国際協力事業 

 ＮＥＤＯが参画するＰＶＰＳの活動に参加し、その内容を産業界に発信する。平成３

０年度以降のＰＶＰＳへの新たな活動計画案を作成する。 

   

４．実施内容及び進捗（達成状況）状況 

 プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ 新エネルギー部 山田宏之主任研究員を任命して、 

プロジェクトの進行全体の企画・管理や、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策 

的効果を最大化させた。 

 

４．１ 平成２８年度事業内容 

 以下の研究開発を実施した。実施体制図については、別紙を参照のこと。 

 

研究開発項目①「先端複合技術型シリコン太陽電池、高性能ＣＩＳ太陽電池の技術開発」 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池の開発 

「結晶Ｓｉ太陽電池をベースとした複合型太陽電池モジュールの開発」においては、

高品質アモルファスシリコンを用いたヘテロ接合技術や、電極の直列抵抗を低減させ

る技術、太陽光をより効率的に利用できるバックコンタクト技術を組み合わせたヘテ

ロ接合バックコンタクト結晶シリコン太陽電池を開発し、結晶シリコン太陽電池セル
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として世界最高のセル変換効率２６．３３％を実用サイズ（セル面積１８０ｃｍ２）で

達成した。また、モジュールにおいても、結晶シリコン太陽電池モジュールで世界最

高の変換効率２４．３７％を達成した。（実施体制：株式会社カネカ－（再委託 国立

研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人京都大学、国立大学法人東京工業大

学）） 

「高効率バックコンタクト型太陽電池の量産技術開発」においては、安価な太陽電

池量産技術をベースにした高効率バックコンタクト型太陽電池セルのプロセス開発を

実施し、受光面構造の適正化、アモルファスシリコン膜の高品質化、電極構造の適正

化等により、６インチ基板フルサイズ（１５６ｍｍ角）で２４．０％のセル変換効率

を達成した。（実施体制：シャープ株式会社） 

「基盤技術開発による先端複合技術セルのための低再結合電極の研究開発」におい

ては、ＳｉＮｘを取り除かずに電流経路を形成できる導電電極を用いてｎ型太陽電池

セル１５６☓１５６ｍｍを試作した。太陽電池特性、界面構造のＳＥＭ観察等により

Ｐａｓｓｉｖａｔｅｄ Ｃｏｎｔａｃｔによる接続であることを確認した。（実施体

制：ナミックス株式会社） 

「赤外線ＦＺ法による高品質低コストシリコン単結晶の開発」においては、平成２

７年度に導入した赤外線ＦＺ装置の改造設備を使用し、シリコン単結晶の高品質化技

術の開発を行い、５ｍｓｅｃを超えるライフタイムを実現した。（実施体制：株式会社

クリスタルシステム） 

「高発電効率・低コスト太陽電池スライスプロセスの加工技術構築」においては、

ワイヤソー主要部品であるメインローラの多段溝加工技術に取り組み、切断ピッチ０．

１５ｍｍが可能な溝加工技術を確立した。また、細線固定砥粒ワイヤを使用したカー

フロス低減に取り組み、カーフロス７５μｍとなるワイヤでの生産性を確保したスラ

イス技術を構築した。（実施体制：コマツＮＴＣ株式会社） 

「太陽電池用原料品質の最適化及び結晶欠陥の評価技術の開発・制御」においては、

結晶中の酸素析出物の構造を制御したシリコン単結晶成長技術、低炭素濃度化技術を

開発し、シリコンインゴット全長でライフタイム２ｍｓｅｃ以上を達成した。 

また、高効率太陽電池に必要となる仕様を満たすインゴットの良品領域を１０％向

上することに成功した。（実施体制：株式会社トクヤマ） 

「低コスト高効率セル及び高信頼性モジュールの実用化技術開発」においては、Ｐ

ＥＲＣセル（生産品ｐ型Ｓｉ基板、低コスト生産プロセス）にて、単結晶セル効率２

０．６％、多結晶セル効率２０．０％を達成した。また、各種ストレス試験と分析、及

び複数の市場で回収したモジュールの分析を行い、劣化メカニズムの解析を行った。

（実施体制：京セラ株式会社） 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

光吸収層表面および光吸収層・バッファ層界面のパッシベーションとバッファ層最

適化による再結合抑制技術の開発を行った。さらに、小面積セルで開発した高性能化

要素技術のサブモジュール構造への移転とセル集積化技術の改善を実施し、電気的・

光学的損失両面の低減技術を開発した。また、光吸収層薄膜化技術開発による低コス

ト製造プロセスの開発を行った。（実施体制：ソーラーフロンティア株式会社） 
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研究開発項目②「革新的新構造太陽電池の研究開発」 

１）革新的高効率太陽電池の研究開発 

平成２７年度に引き続き、（ⅰ）最適構造の薄膜Ⅲ－Ⅴ多接合セルの高効率化検証、

（ⅱ）試作した高速製膜単結晶製造装置を用いて、単接合セルで効率２０％（ＧａＡ

ｓ，２０μｍ／ｈ）、１２％（ＩｎＧａＰ，１０μｍ／ｈ）を実現するための製膜条件

検討、（ⅲ）２インチ基板のＥＬＯプロセス及び基板再利用に向けた表面保護層・表面

清浄化プロセスの最適化、ＧａＡｓ系２接合とＩｎＰ系２接合、ＧａＡｓ系２接合と

Ｓｉセルのウエハ接合条件検討、またⅢ－Ⅴ－ｏｎ－Ｓｉ成長における低欠陥密度の

バッファ層形成、（ⅳ）薄膜Ⅲ－Ⅴ多接合セルにおいて有効な光閉じ込め構造を開発し

効率３０％（非集光）、低電流・高電圧型低倍集光量子ドットセルで効率３０％の実現

性検討、（ⅴ）試作した高許容角の低倍集光モジュールで効率３０％の達成に向けた光

学シミュレーション手法の確立による光学設計の改善及び光学部材の材料検討を行っ

た。（実施体制：国立大学法人東京大学－（再委託 タカノ株式会社、国立大学法人埼

玉大学）、シャープ株式会社－（再委託 タカノ株式会社）、パナソニック株式会社、

国立研究開発法人産業技術総合研究所、学校法人トヨタ学園豊田工業大学－（再委託 

公立大学法人大阪市立大学、国立大学法人九州大学）、大陽日酸株式会社、国立大学法

人電気通信大学、国立大学法人神戸大学、国立大学法人名古屋大学、学校法人名城大

学、国立大学法人宮崎大学、国立大学法人東京農工大学） 

 

２）革新的低製造コスト太陽電池の研究開発 

サブテーマ「モジュール製造技術開発」では、セルの高性能化、高耐久化を進めつ

つ、モジュールプロセス開発、及び小型モジュールの試作に着手した。「塗布製造技術

の開発」では、無機陽イオン混合ペロブスカイトを用いた小型セル（０．０４ｃｍ２）

で変換効率２０．０％を達成。２０ｃｍ角ガラス基板に３５直列の集積型モジュール

を試作し、モジュール変換効率１２．６％を達成。「超軽量太陽電池モジュール技術の

開発」では、短冊形セルを直列に接続した５ｃｍ角の集積型モジュールの試作を開始。

ガラス基板モジュールでは変換効率１３．４％を達成。ＰＥＮ基板モジュールではメ

カニカルスクライブに課題があり、変換効率はまだ低いが、太陽電池としての動作を

確認した。「低コストＲ２Ｒ太陽電池製造技術の開発」では金属箔上の小型セル（０．

０４ｃｍ２）で変換効率１４％を達成。また、卓上ダイコーターによる塗工プロセスの

検討を行い、ガラス基板上のセルで平均効率１０％、均一性３σ＝２．０を確認。ま

た、成膜幅２５０ｍｍのＲ２Ｒ（ロールツーロール）塗工機を用いて超軽量基板への

塗工検討を開始。「高性能・高信頼性確保製造技術の開発」では、ホール輸送材料とし

てフタロシアニン誘導体を用いた小型セルで１３．７％の変換効率を確認。また、大

型モジュールへの適用が可能な精密スプレーによる電子輸送層の成膜、直列モジュー

ル化のためのパターニング加工の検討を開始した。 

サブテーマ「高機能材料・セル製造技術開発」のうち、「高性能材料合成技術の開発」

では、ホール輸送層として現状最高効率が得られるｓｐｉｒｏ－ＭｅＯＴＡＤに対し、

膜耐湿性で勝るドーパントレスの正孔輸送材料を開発した。また、耐湿性向上のため

ＣＨ３ＮＨ３ＰｂＩ３のアンモニウムカチオンに機能性基を導入することにより耐湿性

を向上させる表面処理技術を開発した。「基盤材料技術と性能評価技術の開発」では、

ホール輸送材料とセル構成を改良し、小型セル（０．０４ｃｍ２）で２０．３％を実証
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するとともに、簡便かつ低コストに合成したホール輸送材料（層厚み５０ｎｍとして

材料コスト８０円／ｍ２が見込める）を用いたセルで効率１９．４％を達成。また、新

規な傾斜ヘテロ接合構造を開発し、認証データとして１ｃｍ２セルで効率１９．２％を

達成した。特性評価法の開発では、電流電圧特性において測定上のヒステリシスを解

消する方法を開発した。「新素材と新構造による高性能化技術の開発」では、新規無機

陽イオン混合ペロブスカイトを用いた小型セル(０．１８ｃｍ２)で効率２０．５％を達

成し、同時にセルごとのばらつきも大きく改善した(平均１９．５％)。臭化ペロブス

カイト系は、Ｖｏｃ１．３７Ｖまで高電圧化することに成功した。また、高電流化を

狙ったＳｎ／Ｐｂ混合ペロブスカイト系では、Jsc ３０．０２ｍＡ／ｃｍ２を達成し

た。各種無機系導電材料の検討を進めるとともに、ヒステリシスの要因解明、新規組

成の提案、界面の接合様式と親和性の関連などを進めた。（実施体制：パナソニック株

式会社、株式会社東芝、積水化学工業株式会社、アイシン精機株式会社－（再委託 株

式会社アイシン・コスモス研究所）、富士フイルム株式会社、学校法人早稲田大学－（再

委託 国立研究開発法人物質・材料研究機構、公益財団法人神奈川科学技術アカデ

ミー）、国立大学法人東京大学－（再委託 国立研究開発法人産業技術総合研究所、国

立大学法人九州工業大学、公立大学法人兵庫県立大学、国立大学法人京都大学、国立

大学法人東京工業大学、国立大学法人熊本大学） 

 

研究開発項目③「太陽電池セル、モジュールの共通基盤技術開発」 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池の開発 

「Ｃａｔ―ＣＶＤなど新手法による高性能太陽電池低価格製造技術の開発」におい

ては、ヘテロ接合バックコンタクト太陽電池の作製プロセスとして、結晶シリコンウ

エハのキャリアライフタイムを数ｍｓと良好な値を維持しながら、ｐ型アモルファス

シリコンをｎ型アモルファスシリコンに変換できるプラズマイオン注入技術を開発

した。（実施体制：国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学） 

「薄型セルを用いた高信頼性・高効率モジュール製造技術開発」においては、従来

の熱拡散に代わり、イオン注入を用いて表面側ボロン、裏面側リンを注入、熱処理を

したｎ型両面受光セルを作製し、変換効率２０．０％を達成した。さらに、新しい評

価技術として、内部量子効率マッピング法を開発した。（実施体制：国立研究開発法

人産業技術総合研究所） 

「先端複合技術シリコン太陽電池プロセス共通基盤に関する研究開発」の結晶育成

技術においては、従来ＣＺ育成技術に比べ、抵抗率が一桁高い極低濃度不純物のＣＺ

結晶育成技術の開発に成功した。セル開発においては、次世代ヘテロ接合技術である、

キャリア選択コンタクト、極薄酸化膜によるＴＯＰＣｏｎ技術の開発を実施した。（実

施体制：学校法人トヨタ学園豊田工業大学、学校法人明治大学、国立大学法人九州大

学、国立大学法人名古屋大学、国立大学法人東京工業大学、公立大学法人兵庫県立大

学） 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

アルカリ金属添加効果のメカニズムを研究し、高品質なＣＩＧＳ／ＣｄＳ界面を実

現する技術の開発を行った。Ｇａ／(Ｇａ＋Ｉｎ)プロファイル制御を行い、開放電圧

を大きく犠牲にすることなく短絡電流を増大させる技術の開発を行った。新しいＴＣ
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Ｏ材料をＣＩＳ太陽電池に適用する研究を行った。三段階法の最終段階制御による表

面・界面へのＣｕ欠損層作製技術の開発を行い、変換効率が顕著に向上する結果を得

た。チオ尿素処理による表面・界面構造解析を行い、表面・界面構造とＣｄ拡散との

関連解明を行った。ＣＩＳ表面の前処理技術とバンド制御したバッファ層を開発し、

変換効率が顕著に向上する結果を得た。低温バッファ層の導入により結晶粒界の無い

Ｍｏエピ膜の製膜技術を確立し、ＣＩＳエピ膜の少数キャリア寿命として、およそ８

０ｎｓ（３００Ｋ)という値を達成した。ＣＩＳ薄膜中の欠陥準位の深さ分析を解析し、

深い欠陥準位に分布がある可能性を示した。また、表面硫化処理およびＫＦポスト・

デポジション処理による欠陥準位密度分布の変化を確認した。ＣＩＳ層表面電子構造、

ＣＩＳ／バッファ層／窓層など複数界面のバンドオフセットやバンド湾曲について、

太陽電池特性に関わる試料間分散の評価、アルカリ金属添加処理がＣＩＳ表面に及ぼ

す効果、太陽電池全構造を縦貫するバンドプロファイルの可視化技術の開発・評価を

行った。ＣｕＩｎＳｅ２－Ｉｎ２Ｓｅ３系およびＣｕＧａＳｅ２－Ｇａ２Ｓｅ３系につい

て、カルコパイライト相とスタンナイト相の存在領域やそれらの電子構造の変化につ

いて理論的に明らかにした。ＣｕＩｎＳｅ２－Ｉｎ２Ｓｅ３系の状態図を理論的に検討

してスタンナイト相が存在しないことを確認し、ＣｕＧａＳｅ２－Ｇａ２Ｓｅ３系につ

いてカルコパイライト相とスタンナイト相の存在領域やそれらの電子構造について明

らかにした。（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人東京工

業大学、学校法人立命館、学校法人東京理科大学、国立大学法人筑波大学、国立大学

法人鹿児島大学、学校法人龍谷大学） 

 

研究開発項目④「共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性評価技術等）」 

１）出力等測定技術の開発 

「新型太陽電池評価・屋外高精度評価技術の開発」において、ペロブスカイト太陽

電池、新型ＣＩＧＳ、新型結晶シリコンを含む各種新型太陽電池８０サンプル以上に

対して高精度測定技術の検討・実施・実証を行った。一次基準太陽電池校正技術の高

度化では、基準太陽電池の最高校正能力不確かさ０．６％（Ｕ９５）オーダー以内を

実現する見込みが得られた。屋外性能高度評価技術の開発では、太陽電池モジュール

レベルの連続屋外高精度ＩＶ特性測定において、Ｐｍａｘについて標準偏差約±０．

４％の再現性が得られた。（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合研究所） 

「屋外実性能高能率測定技術の開発」において、産総研が開発したＰＶモジュール

日射センサを設置し、測定を開始した。日射変動が大きい日は３ｍ程度距離が離れて

いても大きな日射強度の差が生じる瞬間があることがわかった。（実施体制：一般財

団法人電気安全環境研究所） 

「日射変動解析技術の開発」において、太陽電池の屋外性能評価でその測定精度に

影響を及ぼす可能性のある日射変動を抽出しその特徴を性能評価の高精度化の点から

解析・整理した。モジュールスケールでも空間的な日射ムラが生じていることを示

し、０．１秒程度の日射変動が１ｍ程度の空間的日射ムラに対応していることを明ら

かにした。日射増強効果は比較的頻繁に発生しており、全観測期間中の最大値として

日射強度が約１．６倍に増強されたイベントが計測された。（実施体制：国立大学法

人岐阜大学） 

「太陽電池温度の高精度測定技術開発」において、有風時における太陽電池モジ
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ュール内温度分布を、大型風洞実験設備を用いて計測した。その結果、モジュール面

内の温度分布について定量的に評価することに成功した。また、モジュール中央の温

度が最もモジュール面内平均温度からの偏差が少なく、代表値として適していること

がわかった。これらの屋内における実験結果は、屋外における結果とも良好に一致し

た。（実施体制：国立大学法人宮崎大学） 

「ＰＶ日射計測によるシステム性能測定手法開発」において、導入した屋外評価装

置に、産総研にて標準試験条件下での出力を測定したモジュールを設置し、屋外にお

いて同モジュールのＩ－Ｖ特性の測定を行った。これを屋外条件下での同モジュール

のＩ－Ｖ特性の真値とし、同太陽電池モジュールの銘板値を用いて算出した同屋外条

件下での期待特性と比較することで、任意の屋外測定条件下におけるＩ－Ｖ特性およ

び出力の期待値を算出する手法の高精度化を図った。結晶シリコン系太陽電池モジ

ュール、ストリングにおいて測定値と算出値との誤差±３．０％以内を得た。（実施

体制：学校法人東京理科大学） 

「スペクトルを考慮した屋外実性能評価技術開発」において、分光放射計で測定し

た太陽光スペクトルにおける複数の短波長帯と長波長帯の二波長帯ＡＰＥと、３５０

～１０５０ｎｍの全域からもとめた広域ＡＰＥの線形性の解析を行い、線形性の高い

短波長帯と長波長帯の組み合わせを明らかにした。スペクトルミスマッチ（ＭＭ）の

ＡＰＥ依存性を用いてＭＭ補正を行うという手法を考案し、基本的な補正手順を確立

した。（実施体制：学校法人立命館） 

 

２）発電量評価技術 

「経年劣化を考慮した各種太陽電池の発電量評価技術の開発」において、電力中央

研究所と共同で、結晶シリコン太陽電池の経年劣化率を、異なる手法においても０．

５％以内の差異で高精度に評価できることを屋外データと室内データを用いて検証し

た。（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合研究所） 

「経年劣化を考慮した各種太陽電池の発電量評価技術の開発／メガソーラーの発電

量及び信頼性評価技術の開発」において、メガソーラーの発電データの解析作業を開

始した。ＩＥＣ ６１８５３‐４の確立に向けて、日本の気象データを提出した。（実

施体制：一般財団法人電力中央研究所） 

「日射量データベースの高度化に関する研究」において、全国５地点の観測データ

を用いて、既存の日射量推定モデルの検証を行った。その結果、日射量が多い時を中

心に過小評価する傾向があった。日射スペクトルに関し、水平面の全天日射から日射

スペクトルを推定するモデルの開発を行った。「ひまわり８号」のデータから日射量

データベースの高密度化を検討し、衛星データから日射量を推定する手法について、

従来モデルでは積雪の影響によって推定誤差が大きくなる傾向が見られた。（実施体

制：一般財団法人日本気象協会） 

「アクセシブルな太陽光発電データベース構築技術の開発」において、フーリエ変

換法をもとにしたストリング電力等の計測の欠損区間を補間・補外するアルゴリズム

を開発し、ソフトウェアに実装した。試験データに対する保管誤差１２．６％を達成

した。（実施体制：国立大学法人佐賀大学） 
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３）信頼性・寿命評価技術の開発 

「ＺＥＢ適用型太陽電池モジュールの長期信頼性評価技術の開発」において、ＺＥ

Ｂ適用型で想定される環境負荷のうち、「温度」、「電流」を複合的に負荷できる「電

流負荷サイクル試験装置」を用いて、新規の加速評価試験方法を開発した。通常用い

られる温度サイクル試験に比べて、４倍加速で評価することができた。（実施体制：

株式会社カネカ） 

「ケーシング側から観た太陽電池モジュールの寿命予測検査技術の開発」において、

発電劣化メカニズムに及ぼす「酢酸」の影響を明確化し、フィールドとラボモジュー

ルの発電劣化メカニズム相違の明確化検討を開始した。実フィールドでのラマン分光

計測を可能とする５３２ｎｍレーザー搭載のモバイルラマンを開発した。実フィール

ド経年劣化モジュールの 蛍光強度比(ラマン)と発電劣化率の相関係数から、蛍光強

度比の寿命予測指標としての有用性を確認した。環境劣化因子によるラボ加速劣化試

験方法の検討を開始した。（実施体制：日清紡メカトロニクス株式会社） 

「標準化を目指した寿命予測検査技術の開発」において、ｐ型Ｓｉ太陽電池でのＰ

ＩＤ現象のメカニズム解明を行った。過渡吸収分光法およびマイクロ波光導電減衰法

を適用し、太陽電池内に発生するキャリアの消滅過程を詳細に評価することにより、

Ｎａ拡散による表面再結合が急増し、キャリアのライフタイムが著しく低下すること

を明らかにした。（実施体制：国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学） 

「太陽電池モジュールの劣化現象の解明、加速試験法の開発」において、モジュー

ルの劣化がセルのフィンガー電極の劣化に基づくとの知見をもとに、フィンガー電極

を短期間で劣化させる酢酸蒸気曝露試験を世界に先駆けて開発した。モジュールに適

用する高温高湿試験に対し、７０倍の速度で、高温高湿試験と同等の劣化を発現させ

ることが可能となった。「ＰＶモジュール信頼性国際ワークショップ（ＳＡＹＵＲＩ

－ＰＶ）」を創設し、平成２８年１０月に第１回を開催した。（実施体制：国立研究

開発法人産業技術総合研究所） 

「紫外線を含んだ環境因子による複合劣化現象の解析と屋外曝露劣化との相関性

検証」において、紫外線照射下において、湿度７％の低湿度条件においても、湿度３

０％と変わらない量の酢酸が発生することを確認し、改めて材料劣化における紫外線

劣化の重要性を確認した。 紫外線＋湿熱の複合試験では、受光面側、裏面側共に封

止材ＥＶＡの分解を構造解析より確認した。さらに、封止材ＥＶＡも著しい黄変を示

すこと、および紫外線照射単独とは異なるメカニズムによる劣化を確認した。（実施

体制：デュポン・スペシャルティ・プロダクツ株式会社） 

「屋外暴露モジュールの分析による加速試験法の開発」において、水蒸気透過率の

異なる裏面材を使用したモジュールに対する光照射と湿熱試験を組み合わせた試験

について、出力低下が生じることを確認した。（実施体制：東レ株式会社） 

「屋外での電圧誘起劣化の実証研究」において、屋外ＰＩＤ加速試験を実施し、４

セル・モジュールでＰＩＤ劣化を確認した。ＥＶＡの体積抵抗率を測定し、これを元

にした太陽電池モジュールの２次元シミュレーションモデル作成して、電流分布を解

析し、セル端部で電流が集中することを明らかにした。（実施体制：石川県工業試験

場） 

「電圧誘起劣化が発生した箇所の特定方法、微視的評価手法の開発」において、Ｘ

線光電子分光法を用いて、異なるＰＩＤ加速試験(Ａｌ法)時間におけるセル表面の水
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平方向および深さ方向のＮａ析出分布の評価を行った。セル表面の窒化膜上のＮａ分

布については、フィンガー電極近傍のＮａ析出量が多いことを確認した。深さ方向の

分布においては、析出したＮａは主に窒化膜表面にとどまっていることを確認した。

パルス電流を流すことで、数１０秒程度でＰＩＤ回復できることを見いだした｡（実

施体制：国立大学法人岐阜大学） 

「太陽電池モジュールの湿熱劣化の実時間観測手法の開発」において、ＰＴＦＥ担

体ｐＨセンサを開発し、色素溶液にスクロースを混入しなければ褐色反応もなく長時

間にわたり蛍光発光することを明らかにした。また、既知ｐＨ溶液に対する蛍光応答

を求めることで検量線が得られた。錫薄膜酢酸センサを開発し、錫薄膜センサの酢酸

消費量の絶対値を明らかにした。金ナノコンポジット膜-局在表面プラズモン共鳴（Ｌ

ＳＰＲ）酢酸センサ開発し、ＥＶＡ加水分解による屈折率変化を高感度に検出できる

金ＦＯＮ(ｆｉｌｍ ｏｖｅｒ ｎａｎｏｓｐｈｅｒｅ)構造を考案し、電磁場解析およ

び実験結果から高感度特性を有していることが確認された。（実施体制：国立大学法

人東京農工大学） 

「ｎ型結晶シリコン太陽電池における電圧誘起劣化機構の明確化」において、リア

エミッター型太陽電池モジュールのＰＩＤに関するデータを取得し、負電圧のＰＩＤ

試験において、開放電圧がわずかに、短絡電流密度と曲線因子がごくわずかに減少し、

その後飽和する傾向を示すことを明らかにした。正電圧では、劣化の程度はさらに小

さく、また同じく飽和する傾向があることを見出した。また、これらの劣化の原因が、

光入射側の表面再結合速度増大であることを実験的に確認した。ヘテロ接合型に関し、

負電圧のＰＩＤ試験において、短絡電流密度のみが低減する特徴的なＰＩＤ現象を示

すことを産総研と共同で明らかにした。フロントエミッタ―型に関し、負電圧のＰＩ

Ｄ試験において、開放電圧と短絡電流密度が低下し、その後飽和する振る舞いの劣化

を示すことを明らかにした。（実施体制：国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学） 

「発電データ分析によるシステム信頼性および劣化率評価」において、北杜メガ

ソーラーにおける各種太陽電池モジュール・システムの発電データ取得および分析を

行った。８年目時点での結晶シリコン系４７システムにおける平均的な年劣化率の算

出結果として、―０．４％／年を得た。また、大規模太陽光発電システム導入のため

の検討支援ツール」(通称 ＳＴＥＰ－ＰＶ) のユーザビリティの向上に向けた改修を

実施した。（実施体制：学校法人東京理科大学） 

 

研究開発項目⑤「動向調査等」 

１）動向調査 

「太陽光発電開発戦略に関する動向調査」においては、日本の太陽光発電システ

ムの発電コストを分析するとともに太陽光発電産業、市場動向等に関するシナリオ

分析実施に向けた基礎情報の検討及び太陽光発電技術に関する特許調査における

キーワードの抽出とそれに関する情報の整理を実施した。また、研究開発項目②で

開発している「高効率太陽電池」の新たな利用方法の可能性を検討するため、「高効

率太陽電池」の特長を生かした面積制約を受ける環境での活用例として「太陽光発

電システム搭載自動車」に関する情報収集、課題の抽出等を実施した。（実施体制：

みずほ情報総研株式会社） 

「発電コスト低減に向けた太陽電池技術開発に関する動向調査」においては、太
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陽電池モジュールを中心とした性能レベル、製造技術、製造コスト等の各種動向及

び政策動向の調査を実施した。（実施体制：株式会社資源総合システム） 

「BIPV（建材一体型太陽光発電）に関する検討」においては、ＢＩＰＶの市場価

格、設置形態、市場ポテンシャル等について技術面、法制面、その他様々な側面か

ら、国内及びＢＩＰＶ先進国の実情を調査・分析し、日本におけるＢＩＰＶ市場拡

大のための課題抽出を行った。（実施体制：太陽光発電技術研究組合） 

 

２）ＩＥＡ国際協力事業 

諸外国の技術開発動向や政策動向等について、国際エネルギー機関(ＩＥＡ)の太

陽光発電システム研究協力実施協定（ＰＶＰＳ)に参画し、太陽光発電の普及・促

進に向けた国際協力活動を通じた調査・分析を実施した。（実施体制：株式会社資

源総合システム） 

 

４．２ 実績推移 

 平成２７年度 平成２８年度 

実績額推移（需給）（百万円） ４５７１ ４８７０ 

特許出願件数（件） ６ ３９ 

論文発表数（報） ８６ １２７ 

フォーラム等（件） ４０８ ６９６ 

 

５．事業内容 

 プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ 新エネルギー部 山田宏之主任研究員を任命して、 

プロジェクトの進行全体の企画・管理や、そのプロジェクトに求められる技術的成果及び政策 

的効果を最大化させる。 

 

５．１ 平成２９年度事業内容 

 以下の研究開発を実施する。実施体制については、別紙を参照のこと。 

 

研究開発項目①「先端複合技術型シリコン太陽電池、高性能ＣＩＳ太陽電池の技術開発」 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池の開発 

平成２８年度に引き続き、高効率かつ高信頼性を両立したシリコン太陽電池とその

低コスト製造技術の開発を実施する。 

「結晶Ｓｉ太陽電池をベースとした複合型太陽電池モジュールの開発」においては、

ヘテロ接合界面形成技術、電極形成技術等の各要素技術の更なる開発を行う。あわせ

て、バックコンタクトヘテロ接合結晶シリコン太陽電池モジュールの構造、部材、作

製条件等の最適化を図る。さらに、信頼性試験による長期信頼性の確認や開発した太

陽電池モジュールの発電特性の評価を行う。（実施体制：株式会社カネカ－（再委託 国

立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人京都大学、国立大学法人東京工業

大学）） 

「高効率バックコンタクト型太陽電池の量産技術開発」においては、デバイス構造

の更なる改善として、低吸収・低反射性と高パッシベーション性を併せ持つ新規受光
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面構造等の開発や、アモルファスシリコン層と電極とのコンタクト抵抗低減等の開発

を行い、セル特性の更なる向上を図る。（実施体制：シャープ株式会社） 

「基盤技術開発による先端複合技術セルのための低再結合電極の研究開発」におい

ては、Ｐａｓｓｉｖａｔｅｄ Ｃｏｎｔａｃｔ構造による高開放電圧特性を維持した

ままコンタクト抵抗の低減を狙った電極開発を目的として、複合酸化物の組成開発、

無機添加材料の検討を進める。合わせて印刷適性調整、マスクデザインの最適化も実

施して高効率化を検討する。（実施体制：ナミックス株式会社） 

「赤外線ＦＺ法による高品質低コストシリコン単結晶の開発」においては、大型赤

外線単結晶製造装置を使用して赤外線ＦＺ法による更なる大口径シリコン単結晶育成

条件の検討を行う。また、育成された単結晶シリコンについて、太陽電池の特性評価

を連携大学で実施する。（実施体制：株式会社クリスタルシステム） 

「高発電効率・低コスト太陽電池スライスプロセスの加工技術構築」においては、

カーフロス低減となる細線固定砥粒ワイヤの切断において、カーフロス７５μｍとな

るワイヤや副資材・加工条件などの最適化を行い、スライスプロセスの低コスト化を

具現化する。また、カーフロス６０μｍとなる加工についても、製造コスト低減が可

能となるプロセス開発も同時に進める。（実施体制：コマツＮＴＣ株式会社） 

「低コスト高効率セル及び高信頼性モジュールの実用化技術開発」においては、高

効率化のための課題の一つである表裏面パッシベーション部の再結合電流低減のため

に、パッシベーション製膜技術の開発を行う。また、電極部の再結合電流低減のため

のＡｇペーストの開発を実施する。さらに、寿命３５年を実証するために必要なモジ

ュール部材及び構造の設計指針を確立する。（実施体制：京セラ株式会社） 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

平成２８年度に引き続き、光吸収層とバッファ層の高品質化を通じた再結合抑制技

術開発により、電気的損失のより一層の低減に取り組むとともに、透明導電膜の高性

能化技術開発を実施し光学的損失の低減を行う。さらにサブモジュール特有の課題で

あるセル集積化技術開発による抵抗損失の低減を図る。これらの技術を統合し、認証

機関測定によるサブモジュールの世界最高効率の更新を目指す。（実施体制：ソーラー

フロンティア株式会社） 

 

研究開発項目②「革新的新構造太陽電池の研究開発」 

１）革新的高効率太陽電池の研究開発 

平成２８年度に引き続き、（ⅰ）効率３０％を達成するための薄膜Ⅲ－Ⅴ多接合セル

の構造最適化、（ⅱ）単接合セルで効率２０％（ＧａＡｓ，４０μｍ／ｈ）、１２％（Ｉ

ｎＧａＰ，１０μｍ／ｈ）を実現するための高速製膜条件の最適化検討、（ⅲ）Ⅲ－Ⅴ

多接合セルで効率２５％を達成するための２インチ基板のＥＬＯプロセス及び基板再

利用技術の最適化、ＧａＡｓ系２接合とＩｎＰ系２接合、ＧａＡｓ系２接合とＳｉセ

ルのウエハ接合の再現性検討、（ⅳ）薄膜Ⅲ－Ⅴ多接合セルにおいて有効な光閉じ込め

構造を開発し効率３０％（非集光）、低電流・高電圧型低倍集光量子ドットセルで効率

３０％の実現性検討、（ⅴ）非集光Ⅲ－Ⅴ多接合セル・モジュール、高許容角の低倍集

光モジュールの効率３０％の実現性検討及び屋外評価、発電量データの解析を行い、

中間目標を確実に達成する。（実施体制：国立大学法人東京大学－（再委託 タカノ株
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式会社、国立大学法人埼玉大学）、シャープ株式会社－（再委託 タカノ株式会社）、

パナソニック株式会社、国立研究開発法人産業技術総合研究所、学校法人トヨタ学園

豊田工業大学－（再委託 公立大学法人大阪市立大学、国立大学法人九州大学）、大陽

日酸株式会社、国立大学法人電気通信大学、国立大学法人神戸大学、国立大学法人名

古屋大学、学校法人名城大学、国立大学法人宮崎大学、国立大学法人東京農工大学） 

 

２）革新的低製造コスト太陽電池の研究開発 

中間目標の達成に向けて以下の検討を行う。 

「塗布製造技術の開発」では、高効率と高耐久を両立するセル構造の確立、封止技

術による高耐久化、モジュール化のための均一塗布要素技術等の開発を行う。「超軽量

太陽電池モジュール技術の開発」では電子輸送材料、ホール輸送材料等の改善による

１ｃｍ×１ｃｍサイズの超軽量セルや５ｃｍ×５ｃｍサイズの超軽量モジュールの効

率を向上させ、ＪＩＳ８９３８準拠の条件で光照射及び耐熱での超軽量セルの高耐久

化を進める。「低コストＲ２Ｒ太陽電池製造技術の開発」ではモジュールの封止方法、

セル構造、材料開発によりさらなる耐久性向上を検討するとともに、大面積化のため

導入した塗工機における変換効率ばらつきを改善し１０ｃｍ角程度の超軽量基板にて

３σ＜１達成を目指す。「高性能・高信頼性確保製造技術の開発」では新規ホール輸送

材料を用いたセルの性能向上とモジュールへの適用を検討するとともに、１０ｃｍ角

モジュールでセル効率の８割の効率を保持する材料、製造技術を開発する。「高性能材

料合成技術の開発」ではセルの高効率化のため、ホール輸送層の配向制御により電荷

輸送性を向上させる技術を開発する。また、開放電圧向上のため深いＨＯＭＯ準位を

もつホール輸送材料を開発する。「基盤材料技術と性能評価技術の開発」ではコスト低

減が可能なホール輸送材料でさらなる効率向上と耐久性付与を検討する。また、製造

コスト低減のため塗布プロセスの改善、大面積化、歩留まり向上を目指したセル構造

の簡素化、ペロブスカイト層と界面制御によるセル構造最適化を行う。特性評価法の

開発ではプロジェクト内の試作セルを受け入れ評価データを蓄積する。「新素材と新

構造による高性能化技術の開発」では、新規の無機陽イオン混合ペロブスカイト材料、

ペロブスカイト材料の結晶成長制御、高性能の無機系導電材料、界面制御技術などを

駆使して２１％超の変換効率をめざすとともに、最終目標である変換効率２５％達成

に向けた条件検討として理論計算を交えて新素材・新構造の検討を進める。（実施体

制：パナソニック株式会社、株式会社東芝、積水化学工業株式会社、アイシン精機株

式会社－（再委託 株式会社アイシン・コスモス研究所）、富士フイルム株式会社、学

校法人早稲田大学－（再委託 国立研究開発法人物質・材料研究機構、公益財団法人

神奈川科学技術アカデミー）、国立大学法人東京大学－（再委託 国立研究開発法人産

業技術総合研究所、国立大学法人九州工業大学、公立大学法人兵庫県立大学、国立大

学法人京都大学、国立大学法人東京工業大学、国立大学法人熊本大学） 

 

研究開発項目③「太陽電池セル、モジュールの共通基盤技術開発」 

１）先端複合技術型シリコン太陽電池の開発 

平成２８年度に引き続き、太陽電池セル・モジュールの各製造プロセスにおいて、

評価解析を行い、得られた知見を基に、原料、結晶、装置、セル、モジュールメーカー

の高効率化、低コスト化及び高信頼性化に資する研究開発を行う。 
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「Ｃａｔ―ＣＶＤなど新手法による高性能太陽電池低価格製造技術の開発」におい

ては、イオン注入法を用いたヘテロ接合バックコンタクト太陽電池を作製し、その量

産技術としての可能性を探る。さらに、裏面電極パターン形成に障害とならない凹凸

を持つテクスチャー構造を検討する。（実施体制：国立大学法人北陸先端科学技術大

学院大学） 

「薄型セルを用いた高信頼性・高効率モジュール製造技術開発」においては、高効

率薄型バックコンタクトセルの構造設計および作製プロセスの開発を引き続き行う。

注入マスクによる選択拡散を用いたイオン注入技術によって、変換効率２２％達成を

目指す。さらに作製した薄型バックコンタクトセルのモジュール化の検討を進め、変

換効率２０％のモジュールを作製する。（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合

研究所） 

「先端複合技術シリコン太陽電池プロセス共通基盤に関する研究開発」の結晶育成

技術においては、液体原料供給炉の改造を行い、これをＣＺ結晶育成炉に装着し、さ

らに極低濃度の不純物の育成方法を組み合わせることで、超高ライフタイムのＣＺシ

リコン結晶を作製する。セル開発においては、電子選択コンタクトを作製する技術を

確立して次世代キャリア選択コンタクトセルデバイスを試作し、最終的にこれらの開

発成果を統合して変換効率２３％実現に必要な基盤技術を確立する。（実施体制：学

校法人トヨタ学園豊田工業大学、学校法人明治大学、国立大学法人九州大学、国立大

学法人名古屋大学、国立大学法人東京工業大学、公立大学法人兵庫県立大学） 

 

２）高性能ＣＩＳ太陽電池の開発 

アルカリ金属添加効果のメカニズムの解明を継続し、高品質なＣＩＧＳ／ＣｄＳ界

面を実現する技術の開発を継続する。Ｇａ／(Ｇａ＋Ｉｎ)プロファイル制御を行い、

開放電圧を大きく犠牲にすることなく短絡電流を増大させる技術を確立し、前年度に

開発された新しいＴＣＯ材料と組み合わせることにより、高効率なＣＩＳ太陽電池を

実現する。三段階法の最終段階制御による高効率化技術開発を更に進め、チオ尿素処

理およびＣｄ処理等、複合処理による高効率化技術を開発する。また、傾斜－ＢＳＦ

複合構造導入による裏面再結合最小化による高効率化技術を開発する。ＭＯＣＶＤ－

(Ｚｎ,Ｍｇ)Ｏ:Ｂの成長条件を確立し、低抵抗化を行うと共に、ＣＩＳセルへの適用

を行う。特に、アルカリ金属添加処理を施したＣＩＳ基板へ、今回開発した最適構造

を適用する。また、ＭＯＣＶＤ－(Ｚｎ,Ｍｇ)Ｏ:Ｂのバンド制御・低抵抗化を行い、

高品質接合界面・バンド制御によるキャリア分離促進を同時実現し、更なる高効率化

を達成する。ＣＩＧＳエピ膜の製膜条件の高度化を推進する。ＣＩＳ薄膜について、

今まで評価が十分行えていないエネルギー領域や界面の欠陥検出・評価法を構築する。

また、系統的に条件を変え高効率プロセスを施したＣＩＳ試料について、欠陥形成の

メカニズムやその効果を定量的に検証する。アルカリ金属添加条件とＣＩＳ層側の伝

導帯底の上昇量の関係や、バッファ層の伝導帯底との関係を明確化する。伝導帯不連

続がゼロとなるようなＧａ組成を決定し、ヘテロ界面のバンド接続の実測を行う。Ｃ

ＩＳ内部の粒界の精密評価を行い、伝導帯バンドプロファイルの精密な確定を行う。

Ｃｕ２Ｓｅ－Ｉｎ２Ｓｅ３－Ｇａ２Ｓｅ３擬三元系およびＣｕ２Ｓ－Ｉｎ２Ｓ３－Ｇａ２Ｓ

３擬三元系の理論的な考察に取り組む。また、Ｃｕ２Ｓｅ－Ｉｎ２Ｓｅ３擬二元系への硫

黄の固溶効果について明らかにする。ＣＩＳ系光吸収層へのアルカリ金属の固溶効果



 

17 

 

や、ＣＩＳ光吸収層へバッファ層からの元素拡散を理論的に考察する。ＣＩＳ光吸収

層／ Ｍｏ裏面電極界面に生成するＭｏＳｅ２やＭｏＳ２の電子構造の評価を行う。（実

施体制：国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立大学法人東京工業大学、学校法

人立命館、学校法人東京理科大学、国立大学法人筑波大学、国立大学法人鹿児島大学、

学校法人龍谷大学） 

 

研究開発項目④「共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性評価技術等）」 

１）出力等測定技術の開発 

「新型太陽電池評価・屋外高精度評価技術の開発」において、引き続き新型結晶Ｓ

ｉ、新型薄膜、多接合等の等の各種新型太陽電池の評価技術を開発して実施する。Ｐ

Ｖモジュール日射センサ(ＰＶＭＳ) および既存のＰＶ日射センサのデータを解析し

て推奨構造を明確化し、被測定モジュールの出力電流と同等の角度依存性を担保する

ための実用的な計測条件を明らかにする。（実施体制：国立研究開発法人産業技術総

合研究所） 

「屋外実性能高能率測定技術の開発」において、ＰＶモジュール日射センサを使っ

て、実際の太陽光発電サイトで実際に稼働している太陽電池モジュールの測定を行

い、その測定データの妥当性を検証する。（実施体制：一般財団法人電気安全環境研

究所） 

「日射変動解析技術の開発」において、屋外日射計測を継続するとともに、その観

測結果を解析して、日射変動特性と大気の状態をより定量的に整理する。また日射変

動時における日射スペクトル強度の変化やその特性を観測結果や物理モデルによる推

定等により解析する。また、高精度の屋外測定が可能な気象状態を事前に判断するた

めの気象条件を明確にする。（実施体制：国立大学法人岐阜大学） 

「太陽電池温度の高精度測定技術開発」において、有実測値とシミュレーション値

を相互に活用し、有風時にも高精度な温度計測技術を確立する。さらに風の影響によ

るモジュール内温度分布を考慮した太陽電池温度を定義する。（実施体制：国立大学

法人宮崎大学） 

「ＰＶ日射計測によるシステム性能測定手法開発」において、平成２８年度までに

開発した測定手法、シミュレーション解析手法、ならびに共同機関において開発され

たＰＶモジュール日射センサおよび太陽電池モジュール温度測定手法を用いて、ＰＶ

アレイおよびシステムの評価に展開するために必要な日射、温度、電流－電圧特性等

計測法に対する要求事項を明らかにする。（実施体制：学校法人東京理科大学） 

「スペクトルを考慮した屋外実性能評価技術開発」において、各種太陽電池モジ

ュールのスペクトルミスマッチ（ＭＭ）のＡＰＥ依存性を用いたＭＭ補正精度を明ら

かにする。（実施体制：学校法人立命館） 

 

２）発電量評価技術 

「経年劣化を考慮した各種太陽電池の発電量評価技術の開発」において、屋外に曝

露している各種太陽電池（結晶シリコン系、薄膜系、有機系）の発電データならびに

気象データの取得及び解析を継続する。（実施体制：国立研究開発法人産業技術総合研

究所） 

「経年劣化を考慮した各種太陽電池の発電量評価技術の開発／メガソーラーの発電



 

18 

 

量及び信頼性評価技術の開発」において、メガソーラーの発電データの解析を行い、

メガソーラーの経年劣化率を、２％程度の精度で算出可能な発電量診断技術を開発す

る。（実施体制：一般財団法人電力中央研究所） 

「日射量データベースの高度化に関する研究」において、引き続き日射量データベー

スの高密度化、高精度化及び更新、日射スペクトルデータベースの更新と全国整備等

を行う。（実施体制：一般財団法人日本気象協会） 

「アクセシブルな太陽光発電データベース構築技術の開発」において、メガソーラー

発電所における高速測定システムの測定データの解析を行い、実用上最適な測定時間

間隔を決定する。補完アルゴリズムを改良し、試験データに対する補完誤差１０％以

下を達成する。（実施体制：国立大学法人佐賀大学） 

 

３）信頼性・寿命評価技術の開発 

「ＺＥＢ適用型太陽電池モジュールの長期信頼性評価技術の開発」において、ＺＥ

Ｂ適用型太陽電池モジュールの３０年間の運転期間にわたって受けると想定される

ＺＥＢ適用型特有の環境負荷を考慮した信頼性試験方法を開発し、建材ならびに太陽

電池としての要求事項を満足するか判定する基準を設定する。また、ＺＥＢ適用型太

陽電池モジュールの３０年間の運転期間にわたる発電性能の年率低下率（％／年）を

予測する評価方法を開発する。（実施体制：株式会社カネカ） 

「ケーシング側から観た太陽電池モジュールの寿命予測検査技術の開発」において、

フィールドとラボモジュールの発電劣化メカニズム相違を明確化する。開発したモバ

イルラマンを使い、実フィールドのモジュール評価を行う。環境劣化因子によるラボ

加速劣化試験方法を開発する。（実施体制：日清紡メカトロニクス株式会社） 

「標準化を目指した寿命予測検査技術の開発」において、Ｎ型Ｓｉ太陽電池、ＰＥ

ＲＣ型太陽電池について、これまでに提案されている劣化メカニズムも含めて検証を

行い、太陽電池素子に発生している劣化メカニズムを解明する。また、封止材部分の

劣化も考慮した劣化モデルの構築を実施する。更に、寿命予測技術としての標準化を

目指して、太陽電池モジュールの出力変化とライフタイム測定結果等との相関データ

を蓄積する。（実施体制：国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学） 

「太陽電池モジュールの劣化現象の解明、加速試験法の開発」において、酢酸蒸気

曝露試験によるセルの劣化、高温高湿試験によるモジュールの劣化、屋外曝露による

モジュールの劣化の相関を、交流インピーダンス法により明確化し、屋外曝露と屋内

試験の加速係数を算出する。引き続き電圧誘起劣化のメカニズムを探求するとともに、

光照射等屋外曝露に近い環境での電圧誘起劣化現象を解明する。（実施体制：国立研

究開発法人産業技術総合研究所） 

「紫外線を含んだ環境因子による複合劣化現象の解析と屋外曝露劣化との相関性

検証」において、紫外線を含んだ環境因子による複合劣化現象の解析を行う。また、

屋外暴露モジュールの劣化調査と複合劣化現象との相関性の検証を行う。（実施体制：

デュポン・スペシャルティ・プロダクツ株式会社） 

「屋外暴露モジュールの分析による加速試験法の開発」において、光照射がＥＶＡ

の劣化に与える影響を明確化する。具体的には、光照射により劣化したＥＶＡに関す

る平成２８年度の分析結果を踏まえ、アセチル基の脱離速度を評価し、光照射試験が

酢酸発生速度を増加させる機構を明確化する。（実施体制：東レ株式会社） 
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「屋外での電圧誘起劣化の実証研究」において、引き続き屋外でのＰＩＤ実証試験

を実施する。パッシベーション膜を含む太陽電池モジュールの３次元シミュレーショ

ンモデルを作成し、電流分布の解析を実施する。（実施体制：石川県工業試験場） 

「電圧誘起劣化が発生した箇所の特定方法、微視的評価手法の開発」において、多

様な構造の太陽電池モジュール、ＰＩＤ加速試験および回復試験条件におけるセル表

面のＮａ析出分布の変化を明らかにするとともに発電特性との相関性を評価する。二

次イオン質量分析法等の他の分析法を取り入れ、より詳細な評価を行うとともに、Ｐ

ＩＤ発生メカニズムのモデルを具体化する。前年度までに開発したＰＩＤ発生箇所特

定技術と回復技術を統合し，回復条件の最適化を行う｡（実施体制：国立大学法人岐

阜大学） 

「太陽電池モジュールの湿熱劣化の実時間観測手法の開発」において、ＰＴＦＥ担

体ｐＨセンサの開発を引き続き行い、計測時間を２，０００時間に延長する。錫薄膜

酢酸センサの開発を引き続き行い、計測時間を５，０００時間程度に延長する。金ナ

ノコンポジット膜-局在表面プラズモン共鳴（ＬＳＰＲ）酢酸センサのラミネート時

の温度耐性や屈折率感度を明らかにする。さらに酢酸センサ応答の相互比較を行う。

（実施体制：国立大学法人東京農工大学） 

「ｎ型結晶シリコン太陽電池における電圧誘起劣化機構の明確化」において、引き

続き、ヘテロ接合型及びフロントエミッター型太陽電池モジュールのＰＩＤ試験を行

い、現象解明に取り組む。（実施体制：国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学） 

「発電データ分析によるシステム信頼性および劣化率評価」において、北杜メガ

ソーラーの発電データ取得ならびに分析を継続的に実施し、設置後１０年を迎えるシ

ステムの劣化状況を明らかにする。また、モジュールの劣化率を屋内外の測定データ

から明らかにするとともに、これまでの曝露条件との関係性を評価し関係機関と連携

することで加速試験条件の妥当性評価に貢献する。（実施体制：学校法人東京理科大

学） 

 

研究開発項目⑤「動向調査等」 

１）動向調査 

「太陽光発電開発戦略に関する動向調査」においては、日本の太陽光発電コストを

分析すると共に、海外（欧米等）における発電コストの分析・評価事例を調査し、日

本の発電コストとの比較・分析を年度毎に実施する。また、前年度に抽出したキーワー

ドに関する特許調査を行う。さらに前年度から開始した「太陽光発電システム搭載自

動車」に関する検討を継続しつつ、国際機関と協調し、その活動を国内外に発信する。

（実施体制：みずほ情報総研株式会社） 

「発電コスト低減に向けた太陽電池技術開発に関する動向調査」においては、太陽

電池モジュールを中心とした性能レベル、製造技術、製造コスト等の各種動向及び政

策動向の調査を継続して実施する。また、調査結果を踏まえてグリッドパリティ、ジ

ェネレーションパリティ達成後の産業・市場の動向について、太陽電池モジュールの

新たな利用方法の想定や、産業競争力向上による国内産業発展のためのシナリオの検

討を行う。（実施体制：株式会社資源総合システム） 
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２）ＩＥＡ国際協力事業 

平成２８年度に引き続き、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）の太陽光発電システム研

究協力実施協定（ＰＶＰＳ）に参画し、太陽光発電の普及・促進に向けた国際協力活

動を通じ、諸外国の技術開発動向や政策動向等について調査・分析する。また平成３

０年度以降のＰＶＰＳの新たなテーマ発掘に向け、国内外の有識者とのワークショッ

プ等を通じた情報収集を実施し、今後の方向性を関係機関と議論、活動計画案を作成

する。（実施体制：株式会社資源総合システム） 

 

５．２ 平成２９年度事業規模 

     需給勘定４２７０百万円（継続） 

     事業規模については、変動があり得る。 

 

６．その他重要事項 

 

（１）評価の方法 

    ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意

義並びに将来の産業への波及効果等について、技術評価実施規程に基づき、プロジェクト評

価を実施する。中間評価を平成２９年度に実施する。 

 

（２）運営・管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者と

密接な関係を維持しつつ、本研究開発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。 

また、ＮＥＤＯはプロジェクトで取り組む分野について、内外の技術開発動向、政策動向、

市場動向等について調査し、技術の普及方策を分析、検討する。なお、調査等を効率的に実

施する観点から委託事業として実施する。 

 

（３）複数年度契約の実施 

原則として、平成２７～２９年度の複数年度契約を締結する。  

 

（４）知財マネジメントに係る運用 

   「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」に従ってプロジェクトを

実施する。（研究開発項目①から④のみ） 

 

（５）標準化施策との連携 

   研究開発項目④の３）「信頼性・寿命評価技術」において、新しい信頼性評価試験方法

を開発し、国際標準化提案を行う。 

 

６．実施方針の改訂履歴 

平成２９年２月２７日、制定。 
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（別紙） 

研究開発項目①「先端複合技術型シリコン太陽電池、高性能ＣＩＳ太陽電池の技術開発」 
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研究開発項目②「革新的新構造太陽電池の研究開発」 

１）革新的高効率太陽電池の研究開発 

 

 



 

23 

 

２）革新的低製造コスト太陽電池の研究開発
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研究開発項目③「太陽電池セル、モジュールの共通基盤技術開発」 
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研究開発項目④「共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性評価技術等）」

（１） 
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研究開発項目④「共通基盤技術の開発（太陽光発電システムの信頼性評価技術等）」

（２） 
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研究開発項目⑤「動向調査等」 

 


